平　成　２２　年　度　

普　通　会　計　決　算　見　込　み　の　概　要
平成２３年 ８月

大阪府
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※詳細は別紙のとおり
	➢　実質収支は２７４億円と、３年連続で黒字を維持
　　　　　　（注）今回の実質収支額は、最終予算の段階で想定したよりも税収の落込みが小さかったこと、正確な捕捉が難しい医療費公費負担事業などで歳出不用額が生じたことなどによるもの。
➢　府債の償還を進めるとともに、人件費などの経費節減努力を着実に継続。

➢　決算規模（実質規模）は、社会保障事業費の増や制度融資の預託額の拡大などにより、過去最大となった。
➢　府税収入は引き続き減少したが、当初予算に比べ減少幅は小幅にとどまったため、年度中の収支が改善。
➢　年度中の収支改善効果分を財政調整基金に積み立て。




歳入総額　　３兆６,８１９億円（対前年度比　＋６,９１８億円、＋２３.１％）

【実質規模】３兆　 ２３１億円（　　同　　　＋　 ３３０億円、＋　１.１％）
※実質規模とは、平成22年度の特別な要因として、基金借入金の解消（歳出：6,629億円）と、そのために
基金取崩（歳入：6,588億円）行っており、この影響額を除く実質的な決算規模を示すもの。

（１）府税収入　　　　　　　９,８６０億円（　　同　　　▲　 ４１０億円、▲　　４.０％）
　　・法人二税　　　　　　　２,６２９億円（　　同　　　▲　 ３１６億円、▲　１０.７％）
（２）地方交付税等

・地方交付税　　　　　　２,９９５億円（　　同　　　＋　　 ８２億円、＋　　２.８％）
・臨時財政対策債　　　　３,２２６億円（　　同　　　＋１,６１９億円、＋１００.７％）
　　・地方法人特別譲与税    １,０２６億円（　　同　　　＋   ５６２億円、＋１２１.１％）
（３）その他（大きな増減のあったもの）
・基金処分(取崩)　　　　６,５８８億円（　　　　　皆　　　　　　　　増　　　　　　）
・制度融資貸付金償還金　６,１５０億円（　　同　　　＋１,１９８億円、＋　２４.２％）
・単年度貸付の見直し　　　　　―　　 （　　同　　　▲　 ７２０億円、　皆　　減　 ）


歳出総額　　３兆６,４１８億円（対前年度比　＋６,９９１億円、＋２３.８％）
【実質規模】２兆９,７８９億円（　　同　　　＋　 ３６１億円、＋　１.２％）
（１）人件費　　　　　　　　８,２１０億円（　　同　　　▲   　７６億円、▲　　０.９％）
（２）公債費　　　　　　　　３,１４６億円（　　同　　　＋　 ３４３億円、＋　１２.２％）
（３）投資的経費　　　　　　１,９６９億円（　　同　　　▲　 ３７８億円、▲　１６.１％）
（４）その他（大きな増減のあったもの）

・基金借入金償還金　　　６,６２９億円（　　　　　皆　　　　　　　　増　　　　　　）
・制度融資貸付金　　　　６,１５０億円（　　同　　　＋１,１９８億円、＋　２４.２％）
・財政調整基金積立金　　　 ８２３億円（　　同　　　＋　 ６５６億円、＋３９１.９％）
・単年度貸付の見直し　　　　　―　　 （　　同　　　▲　 ７２０億円、　皆　　減　 ）
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実質収支　　２７４億円（H21: ３２５億円）

決算規模及び決算収支の推移
	
	歳入総額 (A)
	歳出総額 (B)
	翌年度へ繰越

すべき財源 (C)
	実質収支

(A)-(B)-(C)

	Ｈ18年度
	2兆8,078億円  
	2兆8,025億円　
	180億円
	▲ 127億円

	Ｈ19年度
	2兆7,779億円  
	2兆7,617億円　
	168億円
	▲   7億円

	Ｈ20年度
	2兆7,085億円  
	2兆6,856億円　
	110億円
	 119億円

	Ｈ21年度
	2兆9,901億円  
	2兆9,428億円　
	148億円
	325億円

	Ｈ22年度
【実質規模】
	3兆6,819億円　
【3兆  231億円】
	3兆6,418億円　
【2兆9,789億円】
	127億円
	274億円
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〔別　紙〕
１　決算規模及び決算収支　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）
	区　　　　　　　　分
	平成２２年度 (A)
	平成２１年度 (B)
	増減額 (A)-(B)=(C)
	増減率 (C)/(B)

	歳　 入 　総 　額 　  (a)
【実　質　規　模】
	3,681,931　
【3,023,129】
	 2,990,108  
	691,823  
【 33,021】
	23.1　
【 1.1】 

	歳　 出 　総 　額　   (b)
【実　質　規　模】
	3,641,845　
【2,978,942】
	2,942,794  
	699,051  
【 36,148】
	23.8　
【 1.2】 

	形 式 収 支   (a)-(b)=(c)
	40,086  
	47,314  
	· 7,227 
	――　

	翌年度へ繰越すべき財源(d)
	12,678  
	14,840  
	· 2,162 
	――　

	実 質 収 支   (c)-(d)=(e)
	27,409  
	32,474  
	· 5,065 
	――　

	単  年  度  収  支
	· 5,065  
	20,596  
	· 25,661
	――　


　
・　実質収支は、274億9百万円の黒字となり、３年連続で黒字を維持。

　・　決算規模は、基金借入の見直しへの対応を除く実質規模で見ても、社会保障事業費の増や制度融資の預託枠の拡大などにより、

過去最大となった。
２　歳　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）
	区分
	平　　成　　２２　　年　　度
	平　　成　　２１　　年　　度

	
	決 算 見 込 額
	構 成 比
	増　減　額
	増 減 率
	決　算　額
	構 成 比
	増 減 率

	府税
	985,968  
	32.6  
	▲ 41,032  
	▲ 4.0  
	1,027,000
	34.3
	▲ 19.8

	
	うち法人二税
	262,883  
	8.7  
	▲ 31,564  
	▲ 10.7 
	294,447
	9.8
	▲ 43.8

	地方譲与税
	107,201  
	3.5  
	56,360  
	110.9  
	50,841
	1.7
	1,106.1

	地方交付税
	299,453  
	9.9  
	8,240  
	2.8  
	291,213
	9.7
	62.0

	国庫支出金
	287,307  
	9.5  
	▲102,209  
	▲ 26.2  
	389,516
	13.0
	60.1

	地方債
	405,081  
	13.4  
	38,254  
	10.4  
	366,827
	12.3
	31.6

	
	うち臨時財政対策債
	322,591  
	10.7  
	161,888  
	100.7  
	160,703
	5.4
	102.0

	諸収入
	727,027  
	24.0  
	43,995  
	6.4  
	683,032
	22.9
	21.6

	
	うち制度融資貸付金償還金
	615,011  
	20.3  
	119,808  
	24.2  
	495,203
	16.6
	57.8

	その他
【実質規模】
	869,894  
【211,092】
	28.9  
【7.1】
	688,215  
【29,413】
	378.8  
【16.2】
	181,679
	6.1
	14.0

	歳入合計
【実質規模】
	3,681,931  
【3,023,129】
	121.8  
【100.0】
	691,823  
【33,021】
	23.1  
【1.1】
	2,990,108
	100.0
	10.4


　
・　【府税】は、当初予算に対し期中の改善は見られたものの、法人二税の地方法人特別税創設の影響による減や、個人府民税の減などにより、減となっている。
　・　【地方譲与税】は、地方法人特別税創設に伴う地方法人特別譲与税の増などにより、増となっている。

　・　【地方交付税】は、税収の減や社会保障関連経費の増等に伴い実質的な交付税額は増加したが、その一部が臨時財政対策債に振替られたことにより、ほぼ同額となっている。
　・　【国庫支出金】は、国の経済危機対策に伴う各種交付金が終了したことなどにより、大幅な減となっている。
　・　【地方債】は、普通建設事業等に充当される通常債は減少したが、地方交付税の代替である臨時財政対策債が倍増したことにより、
全体として増となっている。

　・　【諸収入】は、出資法人への反復・継続的な単年度貸付を見直したが、制度融資の融資枠の拡大に伴う預託金の増により、全体として増となっている。

　・　【その他収入（実質規模）】は、国の経済危機対策の事業化に伴い交付金で造成した基金からの繰入金が増加したことなどにより、増となっている。


３　歳　　出

（１）主な性質別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）
	区分
	平　　成　　２２　　年　　度
	平　　成　　２１　　年　　度

	
	決 算 見 込 額
	構 成 比
	増　減　額
	増 減 率
	決　算　額
	構 成 比
	増 減 率

	義務的経費
	1,178,539  
	39.6  
	28,193  
	2.5  
	1,150,346
	39.1
	▲  3.7

	
	人件費
	820,976  
	27.6  
	▲  7,583  
	▲  0.9  
	828,559
	28.2
	▲  4.3

	
	扶助費
	42,934  
	1.4  
	1,525  
	3.7  
	41,409
	1.4
	15.9

	
	公債費
	314,629  
	10.6  
	34,251  
	12.2  
	280,378
	9.5
	▲  4.4

	投資的経費
	196,887  
	6.6  
	▲ 37,806  
	▲ 16.1  
	234,693
	8.0
	14.3

	
	公共事業費
	131,901  
	4.4  
	▲ 41,525  
	▲ 23.9  
	173,426
	5.9
	12.3

	
	単独事業費
	64,986  
	2.2  
	3,719  
	6.1  
	61,267
	2.1
	20.5

	その他経費
【実質規模】
	2,266,419  
【1,603,516】
	76.1  
【53.8】
	708,664  
【45,761】
	45.5  
【2.9】
	1,557,755
	52.9
	21.2

	
	補助費等
【実質規模】
	1,331,392  
【668,489】
	44.7  
【22.4】
	674,706  
【11,803】
	102.7  
【1.8】
	656,686
	22.3
	11.3

	
	貸付金
	678,331  
	22.8  
	46,497  
	7.4  
	631,834
	21.5
	30.5

	
	積立金
	141,813  
	4.8  
	▲ 10,142  
	▲  6.7  
	151,955
	5.2
	63.7

	
	
	うち財政調整基金積立
	  82,341  
	2.8  
	65,600  
	391.9  
	16,741
	0.6
	▲ 54.8

	
	その他
	114,883  
	3.8  
	▲  2,397  
	▲  2.0  
	117,280
	3.9
	▲  0.9

	歳出合計
【実質規模】
	3,641,845  
【2,978,942】
	122.3  
【100.0】
	699,051  
【36,148】
	23.8  
【1.2】
	2,942,794
	100.0
	9.6



　・　【義務的経費】は、主に公債費の増により、全体として増加している。

【人件費】は、期末勤勉手当の支給率の引下げや、人員の新陳代謝効果などにより減となっている。

【扶助費】は、生活保護費の増などにより増となっている。
【公債費】は、減債基金の復元や、元利償還の増により増となっている。

　・　【投資的経費】は、国直轄事業の減などにより減となっている。

　・　【補助費等（実質規模）】は、社会保障事業費の増や、私立高校生授業料支援補助金などにより増となっている。

　・　【貸付金】は、出資法人への反復・継続的な単年度貸付を見直したが、中小企業制度融資の融資枠の拡大に伴う預託金の増により、全体としては増となっている。
　・　【積立金】は、年度中の収支改善分等を財政調整基金に積み立てたが、前年度の国の経済対策に伴う交付金の基金への積立てが終了したことにより、全体としては減となっている。
（２）主な目的別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）
	区分
	平　　成　　２２　　年　　度
	平　　成　　２１　　年　　度

	
	決 算 見 込 額
	構 成 比
	増　減　額
	増 減 率
	決　算　額
	構 成 比
	増 減 率

	商工費
	678,109  
	22.8  
	114,833  
	20.4  
	563,276
	19.1
	38.3

	教育費
	647,659  
	21.7  
	▲ 38,804  
	▲  5.7  
	686,463
	23.3
	▲  1.4

	民生費
	415,389  
	13.9  
	▲ 41,780  
	▲  9.1  
	457,169
	15.5
	32.6

	警察費
	245,781  
	8.3  
	▲  9,494  
	▲　3.7  
	255,275
	8.7
	1.1

	土木費
	226,470  
	7.6  
	▲ 78,178  
	▲ 25.7  
	304,648
	10.4
	2.5

	総務費
【実質規模】
	854,997  
【192,094】
	28.7  
【6.4】
	715,150  
【52,247】
	511.4  
【37.4】
	139,847
	4.8
	▲  7.1

	その他
	573,440  
	19.3  
	37,324  
	7.0 
	536,116
	18.2
	▲  0.1

	歳出合計
【実質規模】
	3,641,845  
【2,978,942】
	122.3  
【100.0】
	699,051  

【36,148】
	23.8  

【1.2】
	2,942,794
	100.0
	9.6




４　主な財政分析指標

（１）財政力指数　：前年度に比べて０.０５ポイント悪化し、０.７６となった。
	
	H18
	H19
	H20
	H21
	H22

	大　　阪　　府
	0.75 
	0.79 
	0.83 
	0.81 
	0.76 

	全都道府県平均
	0.46 
	0.50 
	0.52 
	0.52 
	―


（２）経常収支比率　：前年度に比べて５.６ポイント改善し、９１.３％となった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：％）

	
	H18
	H19
	H20
	H21
	H22

	大　　阪　　府
	96.6 
	102.7 
	96.6 
	96.9 
	91.3 

	全都道府県平均
	92.6 
	94.7 
	93.9 
	95.9 
	―


　　・　経常収支比率は、対前年度比５.６ポイント改善した。

　　・　経常一般財源の収入総額（比率算定上の分母）は、府税収入は減少したものの、地方交付税と臨時財政対策債の総額が、税収減よりも大きく伸びたことにより、６.３ポイントの改善となった。
　　・　一般財源が充当された経常経費（比率算定上の分子）は、人件費や府税還付金の減などがあったものの、社会保障事業費や公債費の元利償還額が増加したため、０.６ポイントの悪化となった。
（３）地方債現在高　：普通会計ベースでは、臨時財政対策債の増などより、前年度末に比べて１,６８２億円増加した。
	
	平成２２年度末
	平成２１年度末
	増　減　額

	地方債現在高〔普通会計〕
（特定資金公共事業債除く）
	5,243,983百万円
	5,075,769百万円
	168,214百万円

	
	府民一人当たり残高
	592,127円
	574,640円
	17,487円

	
	全都道府県平均
（国民一人当たり残高）
	―
	655,658円
	―

	大   阪   府   人   口
	8,856,175人
	8,832,955人
	23,220人


　　　（注）大阪府人口は４月１日現在の大阪府毎月推計人口。

「全都道府県平均」は、全都道府県の地方債現在高（普通会計）の合計を３月３１日現在の住民基本台帳人口で除したもの。
　　　≪参　考≫　全会計の地方債現在高及び実質府債残高

	
	平成２２年度末
	平成２１年度末
	増　減　額

	地方債現在高〔全会計〕
	6,073,947百万円
	5,922,038百万円
	151,909百万円

	
	府民一人当たり残高
	685,843円
	670,448円
	15,395円

	実質府債残高　（※）
	3,788,635百万円
	3,917,974百万円
	▲ 129,339百万円

	
	府民一人当たり残高
	427,796円
	443,563円
	▲15,767円


（※）「実質府債残高」は、全会計府債残高から、臨時財政対策債、減税補てん債、減収補てん債及び臨時減収補てん債の残高を

除いたものであり、府が独自に設定しているもの。
※「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化判断比率は、９月に暫定値を公表予定。



【用語説明等】

１　【普通会計】とは、各地方公共団体間の財政比較や統一的な掌握を容易にするために、地方財政統計上用いられる会計区分であり、一般会計と特別会計の額を合算したものから地方公営企業会計に係る収支を除いたものである。
２　【普通会計上の実質収支】とは、形式収支 (歳入総額から歳出総額を差し引いた額) から翌年度へ繰り越すべき財源(繰越明許費、事故繰越額など)を控除した額であり、単年度収支とは、当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額である。
　　なお、本府は、平成１０年度から１９年度まで実質収支が赤字（赤字決算）であったが、赤字決算となるのは、予算の段階で歳入に赤字雑入（当該年度中に収入の見込みがなく、翌年度から繰上げて充当している歳入。これを計上していると実質的に収支が均衡していない「赤字予算」である。）を計上しており、決算段階でこれを解消できなかった場合などである。
３　【財政力指数】とは、地方公共団体の財政力(体力)を示す指数であり、指数が高いほど財源に余裕があるものとされている。基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値を過去３か年の平均値で示す指数である。

４　【経常収支比率】とは、経常一般財源（地方税、地方交付税など毎年度連続して経常的に収入され、自由に使用できる財源）が、経常的経費（人件費、扶助費、公債費など団体が行政活動を行うために年々継続し、固定的に支出される経費) にどの程度充当されているかを示す比率であり、この比率が低いほど財政構造に弾力性があることとなる。なお、経常一般財源の収入総額には、平成13年度から減税補てん債及び臨時財政対策債を、平成19年度から臨時財政対策債及び減収補てん債（特例分）を含むものとされた。　　　　　　　　　　　　
　　　　　経常収支比率 (％) ＝ 経常的経費に充当された一般財源額 ／ 経常一般財源の収入総額　× 100％
５　【普通会計の地方債現在高】とは、一般会計と特別会計の地方債現在高を合算したものから地方公営企業会計に係るものを除くとともに、満期一括方式によって発行した民間資金で減債基金への積立相当額については、償還したものとして現在高から控除するものである。
６　【実質府債残高】とは、全会計の府債残高から、臨時財政対策債、減税補てん債、減収補てん債及び臨時減収補てん債の残高を除いた残高であり、実質的な府債残高を示すために本府が独自に設定しているものである。

臨時財政対策債等を除いているのは、これらは国の地方財政計画に基づいて、地方交付税の代替などとして発行するもので、府の政策判断に基づく事業実施に伴って発行するものではなく、また、その償還額が原則、後年度の地方交付税に算入されるためである。


【参　考】
１　一般会計決算見込み                                                                                 （単位：百万円、％）
	区　　　　　　　　分
	平成２２年度 (A)
	平成２１年度 (B)
	増減額 (A)-(B)=(C)
	増減率 (C)/(B)

	歳　 入 　総 　額 　  (a)
【実　質　規　模】
	3,916,844  
【3,258,041】
	 3,205,980  
	  710,864  
【52,061】
	22.2  
【1.6】 

	歳　 出 　総 　額　   (b)
【実　質　規　模】
	3,884,654  
【3,221,752】
	3,165,375  
	712,979  
【56,377】
	22.7  
【1.8】 

	形 式 収 支   (a)-(b)=(c)
	32,190  
	40,605  
	▲ 8,415  
	――　

	翌年度へ繰越すべき財源(d)
	6,451  
	9,527  
	▲ 3,076  
	――　

	実 質 収 支   (c)-(d)=(e)
	25,739  
	31,078  
	▲ 5,339  
	――　

	単  年  度  収  支    
	· 5,339  
	20,684  
	▲26,023  
	――　


　

　　※　一般会計実質収支の黒字額（決算剰余金）については、大阪府基金条例第２条第２項に基づき、１／２ずつを減債基金と財政
調整基金に編入する。（２２年度決算では、１２８億７０百万円）

２　府税収入の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）
	区分
	平　　成　　２２　　年　　度
	平　　成　　２１　　年　　度

	
	決 算 見 込 額
	構 成 比
	増　減　額
	増 減 率
	決　算　額
	構 成 比
	増 減 率

	法人二税
	262,883
	24.7
	▲ 31,564
	▲ 10.7
	294,447
	26.9
	▲43.8

	
	法人府民税
	69,487
	6.5
	5,499
	8.6
	63,988
	5.8
	▲31.8

	
	法人事業税
	193,396
	18.2
	▲ 37,063
	▲ 16.1
	230,459
	21.1
	▲46.4

	その他の税
	802,867
	75.3
	2,684
	0.3
	800,184
	73.1
	▲ 4.0

	
	個人府民税
	303,859
	28.5
	▲ 21,713
	▲  6.7
	325,572
	29.7
	▲ 1.4

	
	府民税利子割
	12,948
	1.2
	▲  1,566
	▲ 10.8
	14,514
	1.3
	▲16.4

	
	個人事業税
	14,844
	1.4
	▲  1,987
	▲ 11.8
	16,831
	1.5
	▲ 7.2

	
	地方消費税
（清算金除く）
	275,183
(195,401)
	25.8

	33,067
(20,916)
	13.7
(12.0)
	242,116
(174,486)
	22.1

	▲ 5.3
(▲3.2)

	
	不動産取得税
	37,012
	3.5
	▲  2,102
	▲  5.4
	39,114
	3.6
	6.6

	
	府たばこ税
	20,938
	2.0
	611
	3.0
	20,327
	1.9
	▲ 4.2

	
	ゴルフ場利用税
	1,638
	0.2
	▲     97
	▲  5.6
	1,735
	0.2
	0.2

	
	自動車税
	82,512
	7.7
	▲  2,127
	▲  2.5
	84,639
	7.7
	▲ 1.5

	
	鉱区税
	0
	0.0
	▲      0
	▲ 13.5
	0
	0.0
	▲ 1.0

	
	固定資産税
	-
	-
	-
	-
	-
	-
	-

	
	自動車取得税
	11,178
	1.0
	▲  2,433
	▲ 17.9
	13,611
	1.3
	▲40.8

	
	軽油引取税
	42,743
	4.0
	1,031
	2.5
	41,712
	3.8
	▲ 3.6

	
	狩猟税
	11
	0.0
	0
	· 6.0
	11
	0.0
	2.7

	
	旧法による税
	1
	0.0
	▲       1
	▲ 50.0
	2
	0.0
	▲34.6

	府税合計
	1,065,750
	100.0
	▲ 28,881
	▲  2.6
	1,094,631
	100.0
	▲19.3

	
	地方消費税清算金除く
	985,968
	
	▲ 41,032
	▲  4.0
	1,027,000
	
	▲19.8


　 注）自動車取得税及び軽油引取税は、前年度との比較を考慮し、「旧法による自動車取得税、軽油引取税」を含んだ額である。

平成２２年度普通会計決算のポイント





【ポイント】・経済対策の拡充等により歳入総額は過去最大


・税収減は、地方交付税等の増でカバー





１　歳　入





【ポイント】・経済対策の拡充等により歳出総額は過去最大


・人件費や投資的経費は引き続き節減


　　　　　 ・府債の償還を着実に推進





２　歳　出





1





【ポイント】３年連続で黒字を維持


　　　　　 （Ｈ10年度から19年度まで10年連続赤字）





３　決算収支





〔参考〕平成22年度一般会計決算の概要


　○歳入総額　　３兆９,１６８億円（対前年度比　＋２２.２％）


　【実質規模】　３兆２,５８０億円（　　同　　　＋　１.６％）


　○歳出総額　　３兆８,８４７億円（　　同　　　＋２２.７％）


　【実質規模】　３兆２,２１８億円（　　同　　　＋　１.８％）


　○実質収支　　　　　 ２５７億円（前年度に比べ５３億円縮小）


　　　　　⇒ 基金条例に基づき１／２ずつが財政調整基金と減債基金に積立てられる
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